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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当社の第２四半期累計期間（平成29年12月1日～平成30年5月31日）における我が国の経済は、企業業績、雇用環

境及び所得状況が改善し緩やかな回復基調にありました。しかしながら、個人消費の伸び悩みや海外経済の先行き

懸念などの課題も浮彫りになりました。 

このような事業環境のなかで、当社の第２四半期累計期間における売上高は、前年同四半期比９億53百万円増加

の73億31百万円（前年同四半期比14.9％増）となりました。これは小売店での新商品を中心とした好調な冬物商戦

後も定番商品のボトムスに加えて、トップスの豊富な品揃えが奏功し、堅調に売上が推移したためです。また、直

営店であるリーバイスストアでは昨年開店した大阪の旗艦店をはじめ着実に売上が推移したことも主な理由です。 

売上の伸張に加えて商品のコスト削減が功を奏し、収益性の高い販売ができたため、返品調整引当金繰入後の売

上総利益は、前年同四半期比８億50百万円増加の38億23百万円（前年同四半期比28.6％増）となりました。 

販売費及び一般管理費は、売上増加に伴う配送料、店舗運営費等の販売費が増加したため前年同四半期比３億32

百万円増加の31億７百万円（前年同四半期比12.0%増）となりました。 

この結果、営業利益は、前年同四半期比５億18百万円増加の７億16百万円（前年同四半期比262.1%増）、経常利

益は、前年同四半期比５億14百万円増加の７億24百万円（前年同四半期比244.1%増）、四半期純利益は、前年比５

億57百万円増加の７億６百万円（前年同四半期比375.6%増）となりました。 

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

 当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて８億99百万円増加し、69億47百万円となりま

した。これは、主に現金及び預金が９億77百万円、商品が１億87百万円増加し、売掛金が１億62百万円、未収消費

税等が２億22百万円減少したことによるものです。

（負債）

 当第２四半期会計期間末における負債は、前事業年度末に比べて１億93百万円増加し、33億64百万円となりまし

た。これは、主に買掛金が53百万円、未払金が１億76百万円増加し、未払法人税等が68百万円減少したことによる

ものです。

（純資産）

 当第２四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べて７億６百万円増加し、35億82百万円となりま

した。これは、四半期純利益により利益剰余金が増加したことによるものです。

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて９億

77百万円増加し、20億52百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益７億21百万円に対して、売上債権１億62百万円及び

未収消費税等２億22百万円の減少等による収入、商品１億87百万円の増加等による支出があったため、10億32百万

円の資金の収入（前年同四半期比７億83百万円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により48百万円の資金の支出（前年同四半期比１

億49百万円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動によるキャッシュ・フローは、ファイナンス・リース債務の返済等により７百万円の資金の支出（前年

同四半期比２億38百万円の減少）となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成30年１月19日付「平成29年11月期 決算短信」にて公表の業績予想を修正いたしました。 

 詳細につきましては、本日（平成30年７月12日）公表の「第２四半期業績予想数値と実績数値との差異及び通期

業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

（単位：百万円） 

前事業年度 
(平成29年11月30日) 

当第２四半期会計期間 
(平成30年５月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,075 2,052 

売掛金 1,339 1,176 

商品 2,170 2,357 

未収消費税等 358 136 

短期貸付金 3 0 

その他 199 222 

貸倒引当金 - △0 

流動資産合計 5,146 5,944 

固定資産 

有形固定資産 542 527 

無形固定資産 0 0 

投資その他の資産 358 475 

固定資産合計 901 1,002 

資産合計 6,047 6,947 

負債の部 

流動負債 

買掛金 1,311 1,365 

未払金 680 856 

未払法人税等 84 16 

返品調整引当金 243 245 

資産除去債務 6 13 

その他 397 420 

流動負債合計 2,722 2,917 

固定負債 

資産除去債務 248 248 

その他 200 198 

固定負債合計 448 447 

負債合計 3,171 3,364 

純資産の部 

株主資本 

資本金 5,213 86 

資本剰余金 1,541 1,509 

利益剰余金 △3,856 2,009 

自己株式 △22 △22 

株主資本合計 2,876 3,582 

純資産合計 2,876 3,582 

負債純資産合計 6,047 6,947 
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（２）四半期損益計算書

（第２四半期累計期間）

（単位：百万円） 

前第２四半期累計期間 
(自 平成28年12月１日 
至 平成29年５月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成29年12月１日 
至 平成30年５月31日) 

売上高 6,378 7,331 

売上原価 3,127 3,235 

その他 153 271 

売上総利益 3,097 3,824 

返品調整引当金繰入額 125 1 

差引売上総利益 2,972 3,823 

販売費及び一般管理費 2,774 3,107 

営業利益 197 716 

営業外収益 

受取手数料 7 6 

為替差益 5 6 

雑収入 0 0 

営業外収益合計 13 13 

営業外費用 

支払利息 0 4 

雑損失 0 0 

営業外費用合計 0 4 

経常利益 210 724 

特別損失 

固定資産除却損 0 0 

特別退職金 20 2 

特別損失合計 20 2 

税引前四半期純利益 190 721 

法人税等 41 15 

四半期純利益 148 706 
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円） 

前第２四半期累計期間 
(自 平成28年12月１日 
至 平成29年５月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成29年12月１日 
至 平成30年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前四半期純利益 190 721 

減価償却費 52 63 

差入保証金償却額 - 0 

前払年金費用の増減額（△は増加） △31 △33 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 0 

返品調整引当金の増減額（△は減少） 125 1 

雑収入 △0 △0 

支払利息 0 4 

雑損失 0 0 

有形固定資産除売却損益（△は益） 0 0 

特別退職金 20 13 

売上債権の増減額（△は増加） △13 162 

たな卸資産の増減額（△は増加） △165 △187 

前払費用の増減額（△は増加） △3 7 

未収入金の増減額（△は増加） △20 4 

未収消費税等の増減額（△は増加） 185 222 

仕入債務の増減額（△は減少） △14 53 

未払金の増減額（△は減少） 55 71 

未払費用の増減額（△は減少） △34 23 

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少） 
1 △36 

その他 1 △0 

小計 349 1,094 

利息の支払額 △0 △4 

法人税等の支払額 △67 △49 

預り保証金の返還による支出 △1 △0 

特別退職金の支払額 △29 △7 

営業活動によるキャッシュ・フロー 249 1,032 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △115 △36 

敷金の差入による支出 △74 △15 

敷金の回収による収入 - 0 

短期貸付金の純増減額（△は増加） - 3 

資産除去債務の履行による支出 △8 - 

投資活動によるキャッシュ・フロー △198 △48 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） △245 - 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 - △6 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △245 △7 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △194 977 

現金及び現金同等物の期首残高 771 1,075 

現金及び現金同等物の四半期末残高 576 2,052 
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 平成30年２月23日開催の第36回定時株主総会の決議により、平成30年４月20日付で資本金を5,127百万円、資本

準備金を31百万円それぞれ減少し、その他資本剰余金に振り替えております。また、振り替えたその他資本剰余金

の全額を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を行っております。

 

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用） 

 税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純損益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（重要な後発事象）

（単元株式数の変更及び株式併合） 

 当社は、平成30年１月23日開催の取締役会において、単元株式数の変更及び定款の一部変更について決議すると

ともに、平成30年２月23日開催の当社定時株主総会に株式併合に関する議案を付議することを決議し、同株主総会

にて承認され、平成30年６月１日でその効力が発生しております。 

（1）単元株式数の変更及び株式併合の目的 

 全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、すべての国内上場会社の普通株式の売買単

位を最終的に100株に集約することを目指しております。 

 当社は東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位である単元株式数を現在

の1,000株から100株に変更することといたしました。併せて、当社株式について、証券取引所が望ましいとしてい

る投資単位（５万円以上50万円未満）の水準にするとともに、発行済株式の適正化を図ることを目的として、株式

併合（５株を１株に併合）を実施いたしました。 

（2）単元株式数の変更の内容 

 平成30年６月１日をもって、当社の単元株式数を現在の1,000株から100株に変更いたしました。 

（3）株式併合の内容 

①株式併合する株式の種類 

普通株式 

②株式併合の方法・割合 

 平成30年６月１日をもって、平成30年５月31日の最終株主名簿に記録された株主の所有株式数を普通株式５株

につき１株の割合で併合いたしました。 

③株式併合により減少する株式数 

株式併合前の発行済株式総数（平成29年11
月30日） 

28,952,000株 

株式併合により減少する株式数 23,161,600株 

株式併合後の発行済株式総数 5,790,400株 

④１株未満の端数が生じる場合の処理 

 株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合、会社法第235条の規定に基づき当社が一括して処分し、そ

の処分代金を端数を生じた株主に対して、端数の割合に応じて交付いたします。 

（4）単元株式数の変更及び株式併合の日程 

取締役会決議日 平成30年１月23日 

株主総会決議日 平成30年２月23日 

単元株式数の変更及び株式併合 平成30年６月１日 

（5）１株当たり利益情報に及ぼす影響 

 １株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。 
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